山梨県生活困窮者自立相談支援事業業務委託仕様書
１　委託業務の名称

山梨県生活困窮者自立相談支援事業業務
２　業務の目的
本業務は生活困窮者自立支援法（平成２５年法律第１０５号,以下「法」という。）に基づき、法第２条に規定された「現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができなくなるおそれのある者」（以下「生活困窮者」という。）が困窮状態から早期に脱却することを支援するため,本人の状況に応じた包括的かつ継続的な相談支援等を行うことを目的とする。
３　委託期間
平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで
４　業務の実施場所
峡南保健福祉事務所管内の５町（市川三郷町，早川町，身延町、南部町、富士川町）及び昭和町（以下「峡南地区」という。），富士・東部保健福祉事務所管内の２町６村（道志村,西桂町,忍野村,山中湖村,鳴沢村,富士河口湖町,小菅村,丹波山村）（以下「富士・東部地区」という。）とする。

５　支援対象者

　　峡南地区及び富士・東部地区に居住する生活困窮者とする。ただし，管外に居住する生活困窮者から相談があった場合には,当該市や都道府県と調整の上，困窮者を放置することのないよう配慮する。

６　業務実施体制
　(1) 本業務は，峡南地区に1箇所及び富士・東部地区に1箇所,自立相談支援窓口（以下「相談窓口」という。）を設置する。

また,出張相談及び訪問相談を実施する。
　(2) 窓口相談は,原則として,週５日以上,１日当たり８時間開設する。

出張相談は,地区内のすべての町村において月１回以上実施し,訪問相談は,支援対象者等の求めに応じて,自宅等を訪問して行う。

(3) 配置する人員は峡南地区及び富士・東部地区合わせて４名の常勤職員とする。
ただし，事業実施に際し，必要に応じて増員し,下記７の(1)に記載する職種以外の職種を配置することもできるものとする。
７　職員の職種
(1) 職員は,以下の職種とし、常勤職員とする。
イ　主任相談支援員（１人以上）
社会福祉士,精神保健福祉士,保健師のいずれかの資格を所持し,保健,医療,福祉,就労,教育等の分野における業務に５年以上従事している者で,かつ生活困窮者への相談支援業務その他の相談支援業務に３年以上従事している者,又は生活困窮者への相談支援業務その他相談支援業務に５年以上従事している者とする。

ロ　相談支援員（１人以上）

生活困窮者への相談支援業務その他相談支援業務の経験があり,かつ各種支援制度の実務に係る知見を十分に有する者とする。

ハ　就労支援員（１人以上）

ハローワーク等と連携した生活困窮者の就労支援業務の経験があり,かつ各種支援制度の実務に係る知見を十分に有する者とする。
　　ニ　事務職員（１人以上）

　　　　上記イ,ロ,ハの補助的業務を行うことができる者とする。
(2) 上記のイ,ロ,ハは,国が実施する各職種の養成研修受講者を配置，または平成２７年度に行われる同様の研修の受講ができるよう配慮すること。

８　職員の役割
(1) 主任相談支援員
　イ　対象者に対する相談支援
ロ　相談支援業務全般のマネジメント

ハ　困難ケースへの対応など高度な相談支援

ニ　他の支援員の指導・育成
　(2) 相談支援員
　　イ　対象者に対する相談支援

　　ロ　対象者の自立支援計画の作成
ハ　支援調整会議の運営
　　ニ　相談記録の管理
　(3) 就労支援員
　　イ　対象者に対する相談支援

ロ　対象者に対する就労支援（求人開拓を含む）

　　ハ　就労体験・訓練の受入先の開拓

　　ニ　対象者に係る住居確保給付金の受付及び申請支援

　　ホ　住居確保給付金受給者（継続して住宅支援給付を受給する者を含む。）に対する就労支援

　(4) 事務職員
　　イ　上記(1),(2),(3)の補助的業務

ロ　相談記録及び自立支援計画の管理（データ入力を含む）,各種報告書作成

９　業務の具体的な実施方法
　　業務の実施に当たっては，次の資料に基づき,(1)から(4)の業務を行う。
・｢自立相談支援事業の手引き｣

　　・｢生活困窮者自立支援法　自立相談支援事業従事者養成研修テキスト｣

・｢新たな生活困窮者自立支援制度に関する質疑応答集｣

・その他当該制度に係る厚生労働省通達等

(1) 自立相談支援業務
　① 相談・振り分け・・・・・支援対象者の相談に応じ,聞き取りを行う。
当該業務による支援が必要か,他制度を利用することにより支援ができるか判断し,担当機関に生活困窮者を引き継ぐ。
　② 方針の決定・・・・・・・支援対象者の置かれている状況や取り巻く環境について分析し、本人の意思を確認した上で課題解決の方向を見定める。
　③ 自立支援計画（案）の作成・・・支援対象者と協働で自立支援計画（案）を作成する。
　④ 支援調整会議での協議・・・支援対象者に必要と認められる支援を行う関係者で構成される支援調整会議を開催し,自立支援計画が支援対象者の課題解決方法として適しているか及び各機関の役割分担について協議し,自立支援計画（案）を決定する。
　　　　　　　※支援調整会議とは、自立相談支援事業実施機関の相談支援員及び就労支援
員,町村担当課職員,町村社会福祉協議会職員、ハローワーク等の職員等で構成
する。
⑤ 支援サービスの提供・・・自立支援計画に基づき、就労支援を開始する。
　⑥ 支援サービスの効果把握・・・支援サービスの提供状況を確認し,支援対象者が目標達成に向かっているか,サービスは適切に提供されているか最低3ヶ月に1度確認する。　　　　　　　　　　　　　　
　⑦ 自立支援計画の評価及び再作成・・・設定した目標の達成度や,支援の実施状況,支援の成果を評価し,改めて方針の決定が必要な場合や支援対象者の状況が大きく変化した場合は,自立支援計画の再作成を行う。この場合は再度,支援調整会議を開催して協議する。
　⑧ 終結・・・・・・・・大きな課題が解消され自立相談支援事業から離れて良いと判断できる場合は,支援調整会議で協議し,終結する。
　⑨ 事後確認・・・・・・終結後に継続して状況を確認することが必要な支援対象者について,事後確認の体制を講じる。
　(2) 就労支援等
　　① 住居確保給付金の支給（継続して住宅支援給付を受給する者を含む。）を希望する支援対象者

　　　・ 支援対象者のうち住居確保給付金の支給を希望する者について受付を行うとともに,県への申請に係る支援を行う。

　　　・ 面接相談により就労意欲を喚起する。
・ 履歴書の書き方や面接の受け方の指導を行う。
・ 求人情報の収集を行い,支援対象者に情報提供を行う。

・ ハローワークや山梨県福祉人材センター等の職業紹介事業所への同行訪問を行う。

・ 就労体験や就労訓練の受入先を開拓する。
　　② 住宅確保給付金受給者以外の支援対象者
・ 面接相談により就労意欲を喚起する。

・ 履歴書の書き方や面接の受け方の指導を行う。

・ 求人情報の収集を行い,支援対象者に情報提供を行う。

・ ハローワークや山梨県福祉人材センター等の職業紹介事業所への同行訪問を行う。

・ 就労体験や就労訓練の受入先を開拓する。
(3) 関係機関との連携
    町村、町村社会福祉協議会、職業紹介事業所等との連携強化を目的とした会議を年２回開催し,地域の実情を把握するとともに,関係機関との情報交換により生活困窮者の把握を行う。
(4) 広報

　　相談窓口の周知を図るため,チラシや広告等による広報を実施する。

10　業務報告
(1) 受託者は別途県が定める方法により，毎月，委託業務の実施状況を報告すること。
(2) 業務完了後は，速やかに業務完了報告書を提出すること。

(3) 県が実施する県内自治体や関係機関に対する担当者会議や研修会のため，別に資料の作成を求めることがある。

11　関係書類の整備

委託業務に係る会計は，他の業務に係る会計と区分して経理するとともに，会計関係帳簿等の本業務に係る書類を５年間保存すること。

12　個人情報の取扱い
個人情報の取扱いについては，別記「個人情報取扱特記事項」を遵守すること。また，支援対象者については，支援内容の必要性から国や自治体等の関係機関へ個人情報を提供する場合があることを十分説明し，書面により同意を得ること。
13　業務の一括再委託の禁止

　　受託者は,受託した業務を一括して第三者に委託し,又請け負わせることはできない。ただし,業務を効率的に行う上で必要と思われる業務については,県と協議の上,業務の一部を委託することができる。

14　支援対象者の引継

　　委託期間中及び委託期間終了時において,受託者が変更になる場合,現受託者は,後任受託者に継続支援が必要な対象者を適切に引き継ぐこと。
15　留意事項

　(1)県は,受託者が事業の実施にあたり本仕様書に反した場合には,委託契約額の一部又全部を返還させる権利を有するものであること。

　(2)事業を完了し委託契約額を確定した後,前払いにより受託者に交付した委託費に残額が生じるとき,又は,委託費により発生した収入があるときは,県は,受託者に対し,返還を命じる。
16　その他
本仕様書に関し疑義が生じた事項及び本仕様書に定めのない事項については,県と速やかに協議を行い，その指示に従うこと。

